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的に必要な情報を収集するためにはノウハウが必要であり、すべてのメーカーがそのよう

なノウハウを獲得することは容易ではない。 

 次に、小売企業は小売販売情報の所有者であり、コンビニエンス・ストア・チェーンの

ように多数の消費者に対して多くの種類の商品を販売している企業であれば、その情報を

集計することで消費者のニーズを把握し、商品開発の主導権を握ることができる。インタ

ーネットでは、特別なＰＯＳシステムを持たなくても、ほぼ自動的に顧客の購買記録は電

子的に蓄積され、しかもその内容は店頭ＰＯＳシステムよりも詳細なものである。したが

って、原理的には、インターネット通信販売を行なっている小売企業が商品開発に乗り出

すことも可能である。しかし、現実には多くのネット小売企業は規模が小さく、ニッチ市

場でビジネスを行なっている場合が多いために、ネット通販の顧客の購買記録だけから消

費者ニーズを正確に把握することは非常に困難である。また、個人を特定できる顧客の購

買行動を顧客に無断で商品開発に流用することは個人情報の濫用にあたる危険性もあり、

その意味からもネット通販企業による商品開発には課題がある。しかしながら、本稿でも

紹介したムジネット（無印良品）や伊勢丹のように、すでにブランドが確立されており、

ある程度属性の似通った消費者が会員として組織化されている場合、インターネットで会

員の声を聞きながら小売企業主導で商品開発を行なうことも不可能ではない。 

 ３番目に、消費者自身はニーズ情報の所有者であり、インターネットを活用することで、

自分と似たようなニーズを持つ他の消費者を集め、メーカーなどに商品開発を働きかける

こともできる。実際に、３．３節で紹介したように、ソフトウェアの分野ではそのような

製品がないわけではない。しかし、ソフトウェアの場合は、商品の仕様が比較的客観的に

記述しやすく、開発のための技術情報の粘着性が低いために個人でも開発することができ、

シェアウェアという形式で作者とユーザーが協力し合って製品を作っていく文化も定着し

ているために、消費者起点の商品開発が成功していると言うことができる。その他の製品

については、いくらインターネットが普及したとはいえ、個人が、メーカーと同等レベル

の技術情報を獲得したり、他の消費者のニーズ情報を取りまとめたりすることは容易なこ

とではない。また、一般的に、消費者は自分のニーズを自分自身で理解しているが、自分

でも意識していない欲望（ウォンツ）を表現することはできず、消費者のウォンツを商品

化に結びつけるためにはメーカーや流通企業などの専門家としての商品企画担当者が非常

に重要な役割を果たしている。以上のような理由から、いくらインターネットが普及した

としても、真の意味で消費者自身が商品開発を行なうことが広く一般化することはないと

考えるのが自然であろう。 

 最後に、商品開発専門企業やコミュニティサイトは、技術情報、ニーズ情報、小売販売

情報のどれも自らが起点になっているわけではないが、インターネットを活用して多数の

消費者のニーズ情報を収集・編集することで商品開発の起点となることができる。現時点

で、このような企業は商品開発をビジネスとして行なうことについて試行錯誤を繰り返し

ている段階であり、それが大きなビジネスとして成長するためには、たとえば、正確な情

報収集のためのノウハウ蓄積、安定的な収益源の獲得など、解決すべき課題も少なくない
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と言わざるを得ない。しかし、これらの企業が試行錯誤の中で蓄積しつつあるニーズ情報

の集約と製品化に関するノウハウは必ずしも他の企業が容易に獲得できるものではなく、

将来的に優れたノウハウを蓄積した企業が、ファッション、化粧品、食品といった比較的

ニーズ情報の粘着性が高い商品分野の商品開発プロセスにおいて、一定の重要な役割を果

たす可能性もある。 

 このように各プレイヤーの特徴をまとめてみると、今後の商品開発は、いままでのよう

にメーカーの内部だけで行なわれるだけではなく、メーカーや流通企業、消費者、第三者

的企業がインターネット上で協働して行なわれるケースが増えるのではないかと考えられ

る。この点については、佐々木・北山[2000]が主張する「バリュー・コンパイリング・モデ

ル」が参考になる（図表 14）。バリュー・コンパイリングとは、編集価値35をコンパイルす

る（作り上げる）こと、つまり、ネットワーク・コミュニティの中に流通する情報を、金

銭的な価値を持つ経済価値へと転換することである。そして、佐々木・北山によれば、ネ

ットワーク・コミュニティが持つ価値を最大化させるためには、企業は直接的にネットワ

ーク・コミュニティに干渉せず、バリュー・コンパイラーとしての役割に徹するべきであ

る。この点は、森田[1998]によっても、企業（メーカー）がコミュニティに関与しすぎると

コミュニティの活性度が低下するということが指摘されている。 

 バリュー・コンパイリングという概念をインターネットを活用した商品開発に応用すれ

ば、メーカーはバリュー・コンパイラーにあたる。実際に製品を作ることができるのはメ

ーカーだけだからである36。しかし、このモデルを商品開発に応用すれば、商品開発の起点

になるのは、ネットワーク・コミュニティのリーダーである。もちろん、メーカーが消費

者に対して個別に調査を行なったり、メーカーや小売企業が消費者と一対一でコミュニケ

図表 14．バリュー・コンパイリング・モデル 

リーダー
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出所：佐々木・北山（2000）

                                                   
35 佐々木・北山[2000]によれば「編集価値」とは情報の編集によって生まれる価値であり、佐々木らは編
集価値こそが情報の価値であると主張している。 

36 ここでいう「メーカー」には、ソフトウェア作家など個人の商品開発者やサービスを開発する企業も含
まれている。 
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ーションすることで商品開発を行なう場合は、消費者の側にコミュニティと呼べるほどの

一体感が生まれるわけではなく、コミュニティのリーダーも不要である。しかし、商品開

発における消費者の関与度を高めるためには、消費者相互のコミュニケーションができる

コミュニティが必要であり、そのためには電子掲示板のように多数の参加者が自由にメッ

セージを書いたり読んだりできるツールも簡単に利用することができる。そして、そのよ

うな消費者のネットワーク・コミュニティができれば、それを商品開発に生かしていくた

めにはコミュニティのリーダーが不可欠であり、その役割を誰が担うかという問題が生じ

る。 

 上述したように、メーカーが自らコミュニティのリーダーを務めることは容易ではない。

それは、メーカーは商品開発に最終的な責任を負っており、その立場と消費者の代表とし

ての立場を両立させることは非常に難しいからである。流通企業の場合は、バリュー・コ

ンパイラーの役割をメーカーに任せることで、自らは消費者の代表として振る舞うことも

できるため、メーカーに比べればコミュニティのリーダーになるのも困難ではない。しか

し、ネットワーク・コミュニティのリーダーとしてもっともふさわしいのは、商品開発専

門企業やコミュニティサイトである。もちろん商品による違いもあるが、インターネット

を活用した商品開発では、メーカーがインターネットを使ってニーズ情報を収集するとい

う形態以外に、前章でも紹介したムジネットやキッコーマンの事例などでもすでに実績が

あるように、商品開発専門企業やコミュニティサイトがリーダーとして消費者のコミュニ

ティを運営し、「バリュー・コンパイラー」としての流通企業やメーカーがそれらの企業と

提携するというパターンが一般化していくのではないだろうか。 

 

５．まとめと課題 
 

 本稿では、まず、インターネットが商品開発に与える影響を検討する際の重要なフレー

ムワークとして、情報の粘着性仮説を紹介した。そして、メーカー、小売企業、消費者自

身、商品開発専門企業やコミュニティサイトなどが、インターネットを活用した商品開発

を行なっている事例を紹介した。さらに、メーカーなどの商品開発におけるインターネッ

ト活用の現状に関する調査結果を紹介し、商品による違いやプレイヤー間の協働など、イ

ンターネットを使って効果的な商品開発を行なうための課題について整理した。 

 しかし、本稿で提示した考え方は基本的な概念整理に止まっている。たとえば、どのよ

うな商品にインターネットを使った開発が効果的なのかといった問題、商品の種類とプレ

イヤーの協働関係との関係など、商品開発の実務にインターネットを活用する際には、ま

だまだ具体的に解決しなければならない問題が多い。それらの点については、今後の課題

として検討していきたい。 
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